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料金審査における「経営効率化」の位置づけ

⚫ 電気事業法等の一部を改正する法律（改正法）附則では、規制料金（特定小売供給約款
料金）が「能率的な経営の下における適正な原価」に基づくことを認可の条件としており、各費用
の性格に応じて、適切な経営効率化を織り込んだ原価査定を行う。

（みなし小売電気事業者の特定小売供給約款）
第十八条 みなし小売電気事業者は、附則第十六条第一項の義務を負う間、特定小売供給に係る料金その他の供給条件について、経済産業省令で定
めるところにより、特定小売供給約款を定め、経済産業大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。
２ 経済産業大臣は、前項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときは、同項の認可をしなければならない。
一 料金が能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものであること。
二～四 （略）

【参考】みなし小売電気事業者特定小売供給約款料金審査要領（平成28年制定）（抜粋）

第２章 「原価等の算定」に関する審査
第１節 基本的考え方
１．電気料金の値上げが必要な状況下における費用の優先度を考慮し、普及開発関係費（公益的な目的から行う情報提供に係るものを除く。）、寄付

金及び団体費は原価への算入を認めない。ただし、合理的な理由がある場合には、これらの費用の額及び内容を公表することを前提に原価への算入を認
める。また、電気の供給にとって優先度が低いものや、規制料金として回収することが社会通念上不適切なもの（交際費、政治献金、書画骨董等）につ
いては、原価への算入を認めない。

２．契約及び法令に基づき発生する費用のうち、算定方法の定めがあるものについては、事実関係や算定方法を確認する。
３．資材調達や工事・委託事業等に係る費用であって、申請後に契約を締結し、又は契約締結に係る交渉を行うものについては、削減を求めることが困難

であるものを除き、これまでの入札の実施等による効率化努力の実績や他の事業者の効率化努力との比較を行いつつ査定を行う。
４．申請事業者の関係会社との取引に係る費用のうち、一般管理費等については、削減を求めることが困難であるものを除き、出資比率等を勘案し、申請

事業者に求める効率化努力の水準と比較しつつ査定を行う。
５．従業員以外の者であってその業務内容が不明確なもの（相談役及び顧問等）に係る費用や宿泊施設、体育施設その他の厚生施設（社宅・寮等で

あって、電気事業を遂行するために必要と認められるものを除く。）に係る費用については、電気料金の値上げが必要な状況下における費用の優先度を考
慮し、原価への算入を認めない。

６．消費者物価及び雇用者所得等の変動見込み（エスカレーション）については、原則として原価への算入を認めない。

【参考】電気事業法等の一部を改正する法律（平成26年法律第72号）附則（抜粋）
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経営効率化に係る論点（例）①

【これまでの取組】

⚫ これまでに、どのような経営効率化に取り組んできたか。

⚫ 今回申請を行った事業者のうち、震災後に料金値上げをした事業者（東北電力・四国電力）
について、前回認可（2013年）で織り込んだ効率化目標を達成できているか。

【今回申請に係る取組】

⚫ 原価算定期間（2023～25年度）において、どのような経営効率化を織り込んでいるか。
特に、資材調達や工事・委託事業等※（以下「資材・役務調達等」という。）で、どのような取組
を行う予定か。

⚫ どのような根拠をもとに、効率化目標を設定しているか。また、その目標設定は妥当か。

⚫ 本社だけでなく、子会社・関係会社における効率化も織り込まれているか。

※ 個別原価（例：人件費・燃料費）における経営効率化については、後日、個別原価を御議論
頂く際に取り扱うこととし、今回は、複数の原価にまたがる共通の事項（資材・役務調達等）に
ついて御議論頂きたい。
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経営効率化に係る論点（例）②

【競争入札】

⚫ 競争入札比率は、どの程度を予定しているか。

⚫ 仮に、競争入札比率が低い場合、その理由は何か。

【競争入札以外の取組】

⚫ 新規の調達先を開拓するなど、競争環境を確保しているか。

⚫ まとめて発注することでスケールメリットを確保する、計画的な工事発注によりコスト削減等を行う、
コスト削減等を可能とする技術提案を募集するなど、効率化のための工夫を行っているか。

【効率化に関する事業者間の比較】

⚫ 事業者によって、経営効率化額として盛り込んでいる対象範囲・期間・算定方法等が異なるが、
どのようにして事業者間の比較を行うことが適切か。
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これまでの経営効率化の取組①

⚫ 各事業者によれば、これまでの経営効率化の実績額と主な取組は以下のとおり。
（※実績額の算定方法等は、事業者によって異なる点に留意が必要。）

※送配電を含む。

事業者 2021年度実績 主な取組
前回認可（2013年）
における織り込み※

東北電力

▲1,752億円※

（2013年改定から）

• 市況を捉えた燃料調達等による燃料費低減の取り組み
• 電源構成の最適化による火力発電設備の競争力強化

▲1,139億円

うち、資材・役務調達等の効率化：▲733億円 • 外部有識者の知見活用、委員会設置による調達改革の取り組み ▲181億円

北陸電力

▲366億円
（2008年改定原価対比）

• 経済性に優れた電源（水力・LNG火力）活用
• 販売活動費や研究開発費等の諸経費全般の削減

－

うち、資材・役務調達等の効率化： ▲63億円 • 競争入札等による資材調達価格の低減 －

中国電力

▲273億円
（2021年計画値から）

• 石炭・LNGの受入品位の拡大
• 設計・施工方法の合理化

－

うち、資材・役務調達等の効率化： ▲24億円 • 競争発注の拡大等による資機材・役務調達の効率化 －

四国電力

▲743億円※

(効率化織込前の前回申請原価から)

• 組織・業務運営の見直しなどによる人員の減
• 卸電力取引所の活用

▲412億円

うち、資材・役務調達等の効率化：▲175億円 • 競争発注の拡大や調達方法の工夫などによる調達価格低減 ▲111億円

沖縄電力
▲48億円※

（2017年度から）

• LNG・石炭機の運用効率化等による燃料費低減
• 定期点検内容を精査し工期短縮（修繕コスト削減）

－

うち、資材・役務調達等の効率化： ▲３億円 • 設計・仕様・工法・発注方法等の見直しによる効率化 －
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⚫ 東北電力・四国電力は、規制料金の前回認可（2013年）の際に、修繕費・委託費等の対象
費用について効率化目標を織り込み。（※前回認可の詳細はP7を参照。）

⚫ 東北電力・四国電力によれば、2021年度における取組状況は以下のとおり。

項目

2021年度実績
前回認可（2013年）
における効率化目標

うち、前回認可
条件分

うち、認可条件分

人件費 ▲186 - ▲403 -

燃料費・
購入電力料

▲805 ▲34 ▲316 ▲34

設備投資
関連費用

▲201 ▲190 ▲95 ▲17

修繕費 ▲388 ▲364 ▲135 ▲87

その他経費 ▲173 ▲145 ▲190 ▲44

合計 ▲1,752 ▲733 ▲1,139 ▲181

東北電力における取組状況

これまでの経営効率化の取組②

（単位：億円）

項目
2021年度実績

前回認可（2013年）
における効率化目標

うち、前回認可
条件分

うち、認可条件分

人件費 ▲162 - ▲136 -

需給関連費
（他社販売含む）

▲196 ▲11 ▲52 ▲7

減価償却費 ▲32 ▲11 ▲15 ▲８

修繕費 ▲179 ▲79 ▲88 ▲54

諸経費 ▲174 ▲74 ▲122 ▲42

合計 ▲743 ▲175 ▲412 ▲111

四国電力における取組状況
（単位：億円）

※送配電を含む。また、四捨五入のため、合計値の端数が合わない場合がある。 ※送配電を含む。また、四捨五入のため、合計値の端数が合わない場合がある。
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【参考】2012～14年の規制料金認可における資材・役務調達等に係る効率化の織り込み

出典：2014年2月 第13回 電気料金審査専門小委員会 資料4
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【参考】中部電力株式会社の供給約款変更認可申請に係る査定方針（2014年4月）（抜粋）

～基本的な考え方～

（３）資材調達や工事・委託事業等に係る費用であって、申請後に契約を締結し、又は契約締結に係る交渉を行うものについては、削減を求
めることが困難であるものを除き、これまでの入札の実施等による効率化努力の実績や他の事業者の効率化努力との比較を行いつつ査定を
行う。
これまでの関西電力、九州電力、東北電力、四国電力及び北海道電力（以下、「関西電力等」という。）の査定においては、調達発

注価格を決める際の主要な構成要素の一つである委託人件費について東京電力のものと比較し、コスト削減前の東京電力と概ね同様の水
準であることを確認した上で、東京電力が「東京電力に関する経営・財務調査委員会」等の第三者による確認を受け10%の調達価格削減
を織り込んだ例を勘案し、各費用項目の性格に応じ、コスト削減を求めることが困難である費用（※1）を除き、コスト削減額が原則
10％に満たない場合には、未達分を減額査定したところである。その際各電力が震災後に行った取組のうち、原価織り込み前に削減したも
のについては、未達分から除外して算定したところである。
今回の中部電力の申請についても、この方針に沿って査定を行うことが適当である。中部電力は申請原価上、設備投資及び修繕費等

（※2）の資機材・役務調達のうち、今後契約を締結するものについて、①東日本大震災前の価格水準から10%の調達価格を削減する
ことと、②子会社・関係会社との契約取引に係る費用のうち一般管理費等のコスト削減可能な部分についても、出資比率に応じ10%の
調達価格を削減することを基本方針とし、これらを合わせた平均10.31%（うち子会社・関係会社取引分0.31%）を設備投資及び修繕
費等への効率化として織り込んでいる（コスト削減を求めることが困難な費用を除く）。この効率化の水準は東京電力及び関西電力等の査
定水準と同等である。

また、価格水準について、中部電力と東京電力のそれぞれの委託人件費単価を比較したところ、中部電力の方が低い水準であった。更に、
公共工事設計労務単価（※3）と比較することが可能な37職種（電工、機械運転工、塗装工等）について、中部電力、中部5県 平均
及び全国平均の単価を見比べたところ、中部電力が今回の原価算定に適用した平成25年度単価は中部5県平均及び全国平均より低い
水準であるとともに、震災前の平成23年度単価と同じ水準であった。

以上を勘案すると、中部電力の設備投資及び修繕費等の効率化の織り込みについては適当であると考えられる。

※1 コスト削減が困難な費用の例・・・ 市場価格がある商品・サービスの単価、既存資産の減価償却費、公租公課 等
※2 設備投資、修繕費、固定資産除却費、廃棄物処理費、委託費、普及開発関係費、研 究費、養成費等
※3 農林水産省及び国土交通省が公共事業労務費調査に基づき、公共工事設計労務 の単価を決定したもの

（４）申請事業者の関係会社との取引に係る費用のうち、一般管理費等については、削減を求めることが困難であるものを除き、出資比率等
を勘案し、申請事業者に求める効率化努力の水準と比較しつつ査定を行う。



事業者 申請原価
(2023～25年度平均)

経営効率化額 主な取組

東北電力 17,779億円

▲311億円
• 電源競争力強化の取り組みによる熱効率の向上
• 低品位炭の調達拡大など燃料調達の取り組み
• 人員数の削減、退職給与金の削減

うち、資材・役務調達等の効率化

▲60億円
• 外部有識者の知見活用、委員会設置による調達改革の取り組み

北陸電力 5,737億円
▲132億円

• AI技術を活用した最適な設備・需給運用
• 人件費（役員報酬、給料手当等）の更なる削減

うち、資材・役務調達等の効率化

▲54億円
• 上流購買の推進による更なる資材調達価格の低減

中国電力 11,018億円

▲635億円
• 三隅発電所２号機運転開始に伴う燃料費削減
• 安定・安価な燃料調達に資する継続的な取り組み
• 役員報酬の30％程度の減額、在籍人員数の削減、賃金・賞与水準の抑制

うち、資材・役務調達等の効率化

▲77億円
• 競争発注の継続的推進等による調達コストの低減

四国電力 4,836億円
▲220億円

• 西条発電所1号機のリプレースによる需給関連費の低減
• DXの推進に向けた取り組み
• 労働生産性向上による従業員数の減

うち、資材・役務調達等の効率化

▲21.5億円
• 資材調達力の強化による調達・取引価格の低減

沖縄電力 1,732億円
▲136億円

• 吉の浦火力（LNG）運開による発電効率の向上
• 審査要領等を踏まえた役員給与・社員給与水準の引き下げ

うち、資材・役務調達等の効率化

▲27億円
• 工法・発注方法等の見直しによる効率化

9

今後の経営効率化の取組①

⚫ 各事業者によれば、今回の申請原価に織り込んだ経営効率化額と主な取組は、以下のとおり。
（※効率化額の算定方法等は、事業者によって異なる点に留意が必要。）

※申請原価と経営効率化額については、送配電関連費を含まない。
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今後の経営効率化の取組②

⚫ 各事業者によれば、資材・役務調達等に係る申請原価への効率化の織り込み、競争入札比率、
子会社・関係会社への効率化の反映は、以下のとおり。
（※効率化額の算定方法等は、事業者によって異なる点に留意が必要。）

※１：対象費用のうち設備投資に係る費用は、設備投資額から6.0％を削減後、減価償却費等を算定し原価への織り込み額に計上しているため、対象費用に6.0％を乗じた額にはならない。
※２：原子力安全対策工事及び災害対応等を除く。 ※３：契約金額50億円超過を除く。 ※４：発電部門に限る。

事業者
申請原価への

効率化の織り込み
削減額・削減率の算定方法

対象費用
(削減前)

競争入札
比率

(2021年度)

子会社・関係会社への効率化の反映

効率化額
削減率

算定方法

東北電力
▲60億円

（▲３％）
過去の実績を踏まえて効率化額を算定

2,090億円
（設備投資、修繕費、

その他経費等）
17％※2

▲22億円
（▲1.1％）

（▲60億円の内数）

対象費用のうち、子会社・関係会社
取引計画分×▲3％

北陸電力
▲6.0%

（▲54億円※1)

①上流購買の推進による資材調達価格削減率▲5.4％
（※2021年度に上流購買により調達を実施した件名(28件）
の平均低減実績）に、②関係会社取引に係る調達低減率
▲0.2%（関係会社取引比率×出資比率×販管比率/(1+
販管比率)×▲10%）を加え、 四捨五入して▲6.0%と算定

1,452億円※1

（設備投資、修繕費、
委託費等）

28%
▲1.8億円

（▲0.2%）
（▲54億円の内数）

関係会社取引比率×出資比率×販
管比率/(1+販管比率)×▲10%

中国電力
▲77億円
(▲７％)

過去の効率化実績を踏まえ、資機材・役務調達コストの低減目
標を180億円と設定した上で、物価上昇影響が相当規模見込
まれることから、物価上昇の影響等を考慮して算定

1,100億円
（修繕費、委託費等）

35％※3

▲24.3億円
（▲2.2％）

（▲77億円の内数）

未契約の計画等×子会社・関係会社
調達比率×▲7%

四国電力
▲５％

(▲21.5億円)
前回の原価算定期間以降の調達価格削減率の深掘りを踏まえ
て算定

410億円
（修繕費、委託費等）

28%
▲1億円

（▲0.11％）
（▲21.5億円の内数）

前回料金審査における査定方針に基
づき、以下の通り算定
子会社等取引比率×出資比率×一
般管理費率×▲5%

沖縄電力
▲27億円

(▲10.2％)
労務単価の効率化、競争発注等により調達した物品および工
事に係る発注の設計値と契約値の差分等から効率化額を算出

265億円
（修繕費、減価償却費、

その他経費）
24%※4

▲2.8億円
（▲2.6%）

（▲27億円の内数）

修繕費設計値×労務費比率実績×
子会社等取引比率×労務費低減率

委託費設計費×労務費比率実績×
子会社等取引比率×労務費低減率
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【参考】
経営効率化に係る概要説明資料
（各申請事業者からの提出資料）

P12：東北電力株式会社 提出資料
P13：北陸電力株式会社 提出資料
P14：中国電力株式会社 提出資料
P15：四国電力株式会社 提出資料
P16：沖縄電力株式会社 提出資料



前回改定
織り込み

1,139億円

着手済みの
取り組み

848億円
(約650億円＊)

311億円

前回改定
(2013-15年度)

今回申請
(2023-25年度)

【参考】
前回改定織り込み分

を含む効率化額

2,298億円

今回織り込み
効率化額
1,159億円

✓ 熱効率の向上、燃料調達方法の
工夫による燃料費低減

✓ 競争発注拡大等による調達価格
低減 など

✓ 給料手当等の削減、退職金・福
利厚生制度の見直し

✓ 熱効率の向上・燃料転換
✓ 購入電力料の削減
✓ 資材・役務調達の競争発注拡大
✓ 普及開発関係費・研究費・寄付

金・事業団体費等の削減 など

✓ 事業所の統廃合、業務運営の効率化・生産性向上に向
けた取り組み

✓ AI・IoTなど先端技術を活用した需給最適化の取り組み
✓ 経年設備の休廃止、工事・点検周期の見直し
✓ 外部有識者の知見活用、委員会設置による調達改革の

取り組み など

今後の取り組み

＊NWを除く発電・小売分

経営効率化の取り組み（東北電力）

• 前回改定時に料金原価に織り込んだ年1,139億円の効率化を達成したうえで、さらなる効率化に取り組み、今回申請した
原価全体で1,000億円程度、値上げ幅を抑制しております。

• 具体的には、AI・IoTなど先端技術を活用した取り組みや発電設備の工事・点検周期の見直し、メーカーやコンサルティング
会社など外部有識者の知見活用による資材調達コストの一層の削減などを進めてまいりました。

• 今後の取り組みとして高効率な最新鋭設備を有する上越火力発電所の稼働や燃料調達方法の工夫などに取り組んでま
いります。また、この他に女川原子力発電所２号機の再稼働により、需給関連費用の低減を図っております。

注)前回改定時に織り込んだ効率化が
未達の費目について、今回申請では
審査要領に則り計上することで、前
回改定時の効率化相当を織り込み 12

東北電力株式会社
提出資料



Ⓒ Hokuriku Electric Power Company, All  Rights  Reserved.

水力発電所・ダム流入量予測 :３億円（他社販売電力料 増加）

火力発電所・ボイラー制御最適化 ：28億円（燃料費 削減）

電力需給予測向上 ：５億円（他社購入電力料 削減）

• 今回申請原価には、これまで取り組んできた効率化366億円に加え、更なる効率化132億円を反映し、総額497億円の
経営効率化を織り込んでおります。（申請原価5,737億円に対し約8.7％の総原価圧縮）

• 更なる効率化には、AI技術を活用した最適な設備・需給運用による燃料費削減や上流購買の推進による更なる資材
調達低減等を織り込んでおります。

【北陸電力】経営効率化の取組み

これまで
取り組んできた

効率化※

（366億円）

現行原価
（2008改定）

更なる
効率化

（132億円）

今回申請原価
に織り込み

(2023-2025平均)

2021年度実績

※今回申請原価には、これまで取り組んできた
効率化(2021年度実績、現行原価対比
366億円）の各施策も反映し算定しております。

・最適な放流操作を指令するダム支援システムを国内で初めて開発

・神通川水系のダム５箇所で、 1,500万kWh/年程度（１％程度）の発電電力量増加

・大型石炭火力（計240万kW）に、ボイラー制御最適化AIを導入し、燃料投入量を最適化

・燃料削減率：約1.0～1.5％、石炭削減量：約5.2万t/年、発電単価低減：0.15円/kWh

・タービン取替効果(22年度までに全基完了)も考慮すると、0.48円/kWhの発電単価低減を反映

・電力需要・自流式水力発電量予測の向上により、卸電力取引所を最大限有効活用

（需給運用の精度向上により、高値での調達・販売機会の喪失を回避）

・計画段階から早期に技術主管部門と資材部門が連携し、資材調達方策の検討および実施に

より、更なる資材調達低減を図る（▲6.0％を一律の削減目標として織込み）

・なお、これにより、現行原価（震災前水準）対比では▲12.7％の調達低減を申請原価に反映

総額497億円
（申請原価5,737億円に対し

約8.7％の総原価圧縮）

■AI技術を活用した最適な設備・需給運用 計 38億円

■人件費（役員報酬、給料手当等）の更なる削減 計 23億円

■更なる資材調達価格の低減 計 54億円
上流購買の推進による調達低減（設備投資、修繕費、委託費等 削減）
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北陸電力株式会社
提出資料
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◼ 経営効率化については、これまでの取り組みに加え、経営全般にわたる効率化の深掘りに取り組み、最大限のコスト削減
効果として、635億円を原価に反映しております。

◼ 三隅発電所２号機運転開始に伴う燃料費の削減などに加え、燃料および資機材調達環境の悪化がある中でも創意
工夫による調達コスト低減に取り組んでおります。

経営効率化への取り組みについて

【経営効率化の内訳】

2023～2025
3か年平均

備 考

設備投資関連費用 62
• 競争発注の継続的推進等による調達コストの低減
• 設計・施工方法の合理化 等

燃料費・
他社購入電力料

393

• 三隅発電所２号機運転開始に伴う燃料費削減
• 安定・安価な燃料調達に資する継続的な取り組み
• 契約先との協議を通じた基本料金の削減
• 調達の多様化による調達コスト低減 等

人件費 29
• 役員報酬の30%程度の減額
• 在籍人員数の削減
• 賃金・賞与水準の抑制 等

修繕費 76
• 競争発注の継続的推進等による調達コストの低減
• 経年火力発電所の廃止に伴う修繕費の削減
• 設計・施工方法の合理化 等

その他経費 75
• 競争発注の継続的推進等による調達コストの低減
• 業務運営の見直し、DXの推進による業務効率化
• 経年火力発電所の廃止に伴う固定費の削減 等

合 計 635 （参考：2021年度の経営効率化実績 273億円）

（億円）
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中国電力株式会社
提出資料



経営効率化への取り組みについて

○ 当社は、法的分離による送配電部門の分社化前である2013年度に行った前回の電
気料金の値上げ改定において、効率化目標額および認可時における査定額の合計
▲412億円の効率化額を認可原価に反映しました。

○ 前回改定以降、労働生産性の向上や資材調達の効率化など、徹底した経営合理
化・効率化を進めた結果、2021年度には▲331億円の深掘りを達成しております。こ
のうち、当社単体※では、前回認可原価に比べ、約▲200億円の効率化を達成してお
ります。（※法的分離により送配電部門を分社化した後の四国電力単体。）

○ 今回の料金原価算定期間である2023年度～2025年度の原価については、燃
料価格高騰といった原価増嵩要因はあるものの、伊方発電所３号機の安定・高稼
働を織込むことにより、需給関連費の抑制に努めております。

○ さらに、原価算定期間における新たな効率化効果として、

• 2023年6月には、西条発電所１号機がリプレース工事を終え、最新鋭の高効率
機として営業運転を開始しますが、これによる、年平均約▲140億円の需給関連
費の削減

• 現在取り組みを始めている追加の効率化努力の成果を先取りして、DXの推進や
資材調達力の強化などにより、人件費や設備関連費、諸経費など、費用全般を
対象に、年平均約▲80億円のコスト削減

を申請原価に反映しております。

１．これまでの効率化の取り組み

２．申請原価への更なる効率化の反映

＜経営合理化・効率化の達成状況＞

＜申請原価への更なる効率化の反映と追加効率化の内訳＞

今回の申請原価の算定にあたっては、これまで取り組んできた効率化の成果に加え、
さらなる経営合理化・効率化の深掘りに最大限取り組むことにより、お客さまのご負担の
軽減を図ります。

2022年12月19日
四国電力株式会社

四国電力株式会社
提出資料
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沖縄電力株式会社：経営効率化の取り組みについて

➢ 当社は、低廉な電気を安定的にお客さまへお届けすることを通して、地域社会の成⻑発展を支えることを基本的な使命とし、小売全⾯自由化
により競争が激化する中、不断の経営効率化によって電気料金の低減に努めてきました。

➢ 今回、電気料金の値上げ申請を行うにあたっては、これまで以上の経営効率化に取り組み、お客さまのご負担の軽減を目指していきます。

➢ 今回の料金原価の算定期間である2023年度から2025年度においては、人件費、燃料費、修繕費、減価償却費、その他経費について年平
均約136億円の経営効率化を織り込んでいます。

➢ 燃料費における効率化額約97億円のうち、吉の浦火力発電所（LNG）運開に伴い電源が多様化したことによる燃料費抑制効果（約92億
円）が原価に織り込まれており、価格変動リスクの分散に繋がっています。

項目 3ヶ年平均 取り組み内容

人 件 費 ▲21億円
・審査要領等を踏まえた役員給与・社員給
与水準の引き下げ 等

燃 料 費 ▲97億円
・調達方法、調達先の多様化による低減

・吉の浦火力発電所(LNG)運開による発電

効率の向上 等

修 繕 費 ▲7億円 ・点検周期、設計・数量・単価等の精査 等

減価償却費 ▲1億円 ・設計・仕様・工法の精査、発注方法の見直し

その他経費 ▲10億円 ・支出項目の精査や契約内容の見直し 等

合 計 ▲136億円

【効率化反映額の内訳】

1,063億円

▲92億円

971億円

今回申請電源が石油・石炭のみと
仮定した場合

＜燃料費（3ヶ年平均）＞

石炭
64.0%

ＬＮＧ
35.8%

＜自社発電電力量割合＞

今回申請

石油 0.1%

前回申請※

石油

21.2%

石炭
78.8%

※離島および電源持替
相当分を含む

電源多様化による
92億円の燃料費抑
制を原価織り込み
（価格変動リスクの
分散化）

16

沖縄電力株式会社
提出資料


